
旅館業法（昭和二十三年七月十二日法律第百三十八号）（抄） 

第三条 旅館業を経営しようとする者は、都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあつ

ては、市長又は区長。第四項を除き、以下同じ。）の許可を受けなければならない。ただし、

ホテル営業、旅館営業又は簡易宿所営業の許可を受けた者が、当該施設において下宿営業を経

営しようとする場合は、この限りでない。 

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請があつた場合において、その申請に係る施設の構造設備

が政令で定める基準に適合しないと認めるとき、当該施設の設置場所が公衆衛生上不適当であ

ると認めるとき、又は申請者が次の各号の一に該当するときは、同項の許可を与えないことが

できる。 

一 この法律又はこの法律に基く処分に違反して刑に処せられ、その執行を終り、又は執行を

受けることがなくなつた日から起算して三年を経過していない者 

二 第八条の規定により許可を取り消され、取消の日から起算して三年を経過していない者 

三 法人であつて、その業務を行う役員のうちに前二号の一に該当する者があるもの 

３ 第一項の許可の申請に係る施設の設置場所が、次に掲げる施設の敷地（これらの用に供する

ものと決定した土地を含む。以下同じ。）の周囲おおむね百メートルの区域内にある場合にお

いて、その設置によつて当該施設の清純な施設環境が著しく害されるおそれがあると認めると

きも、前項と同様とする。 

一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校（大学を除くものとし、

次項において「第一条学校」という。）及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第七項に規定する幼保連携

型認定こども園（以下この条において「幼保連携型認定こども園」という。） 

二 児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第一項に規定する児童福祉施設（幼

保連携型認定こども園を除くものとし、以下単に「児童福祉施設」という。） 

三 社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）第二条に規定する社会教育に関する施設その

他の施設で、前二号に掲げる施設に類するものとして都道府県（保健所を設置する市又は特

別区にあつては、市又は特別区。以下同じ。）の条例で定めるもの 

（参考）旅館業法施行条例（昭和45年12月22日島根県条例第55号） 

  第３条 法第３条第３項第３号（法第３条の２第２項及び第３条の３第３項において 

    準用する場合を含む。）の条例で定める施設は、次のとおりとする。 

   (1) 図書館法（昭和25年法律第118号）第２条第１項に規定する図書館 

   (2) 博物館法（昭和26年法律第285号）第２条第１項に規定する博物館 

   (3) 社会教育法（昭和24年法律第207号）第21条第１項に規定する公民館 

   (4) 青少年教育施設、スポーツ施設等のうち、主として児童が利用する施設で知事 

    が指定したもの 

資料８



４ 都道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあつては、市長又は区長）は、前項各号に

掲げる施設の敷地の周囲おおむね百メートルの区域内の施設につき第一項の許可を与える場合

には、あらかじめ、その施設の設置によつて前項各号に掲げる施設の清純な施設環境が著しく

害されるおそれがないかどうかについて、学校（第一条学校及び幼保連携型認定こども園をい

う。以下この項において同じ。）については、当該学校が大学附置の国立学校（国（国立大学

法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学法人を含む。以下この

項において同じ。）が設置する学校をいう。）又は地方独立行政法人法（平成十五年法律第百

十八号）第六十八条第一項に規定する公立大学法人（以下この項において「公立大学法人」と

いう。）が設置する学校であるときは当該大学の学長、高等専門学校であるときは当該高等専

門学校の校長、高等専門学校以外の公立学校であるときは当該学校を設置する地方公共団体の

教育委員会（幼保連携型認定こども園であるときは、地方公共団体の長）、高等専門学校及び

幼保連携型認定こども園以外の私立学校であるときは学校教育法に定めるその所管庁、国及び

地方公共団体（公立大学法人を含む。）以外の者が設置する幼保連携型認定こども園であると

きは都道府県知事（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項

の指定都市（以下この項において「指定都市」という。）及び同法第二百五十二条の二十二第

一項の中核市（以下この項において「中核市」という。）においては、当該指定都市又は中核

市の長）の意見を、児童福祉施設については、児童福祉法第四十六条に規定する行政庁の意見

を、前項第三号の規定により都道府県の条例で定める施設については、当該条例で定める者の

意見を求めなければならない。 

５ 第二項又は第三項の規定により、第一項の許可を与えない場合には、都道府県知事は、理由

を附した書面をもつて、その旨を申請者に通知しなければならない。 

６ 第一項の許可には、公衆衛生上又は善良の風俗の保持上必要な条件を附することができる。 

（昭三二法一七六・昭三六法一四五・昭四三法九四・昭四五法六五・昭五四法七〇・平

六法八四・平一一法八七・平一五法一一七・平一七法一二三・平二三法一〇五・平二四

法六七・平二八法四七・一部改正） 


